
①評価を通じて得られた法人の今後の課題

②法人経営に関する意見

③特記事項

全体評価

(イ)平成１６年度の組織再編により横断的・機動的な組織体制が構築され、第１期中期目標に対して所期の成果を達
成したと認められる。今後は、我が国唯一の特別支援教育のナショナルセンターとして国の政策的課題や教育現場

の喫緊の課題に、更に取り組んでいくことが期待される。

(ロ)大学や都道府県の特殊教育センター等における研究・研修の質も高くなってきている昨今の状況に鑑み、それらの
機関との役割分担を一層明確にし、ミッションに応じた事業を展開していく必要がある。また、時代の変化に対応した

組織や業務の不断の見直しを行うことも重要である。（項目別評価ｐ．４～５、７～１０、１４参照）

(ハ)今後とも、研究や研修の成果が教育現場に与える効果についても視野に入れ、研究テーマの選定や関係機関との
間で更なる連携を図っていくことも必要である。（項目別評価ｐ．１～７、８～１４参照）

(イ)ナショナルセンターとしての機能を果たすため、課題重視型の組織再編を行い、ミッション、ビジョンを策定するなど、
業務の質の向上を図るための努力については高く評価する。（項目別評価ｐ．１～３、７参照）

(ロ)組織のミッション、ビジョンがブレイクダウンされ、各部署で着実に取り組まれているなど、優れた経営を目指す改
善努力がなされた。今後は、組織全体への浸透を図り、ＰＤＣＡサイクルの中で具体的な改善につなげていくことが

望まれる。（項目別評価ｐ．２５参照）

(ハ)業務運営の効率化については、第２期中期計画を見据え、更に具体的で実効性の高い取組が必要である。（項目
別評価ｐ．２５参照）

(イ)業務運営の効率化を着実に進める一方、ナショナルセンターに相応しい研究・研修の質の向上を図るとともに、国
の施策をリードするような研究や情報提供を行うなど、国民の期待に応えるよう事業の質を更に高めていくことを

期待する。（項目別評価ｐ．７）

独立行政法人国立特殊教育総合研究所の中期目標期間に係る業務の実績に関する評価



項目別評価総表

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度

Ⅰ 国民に対して提供するサービスその他の業務の
質の向上に関する事項

Ⅰ 国民に対して提供するサービスその他の業務の
質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置

　１ 研究活動 Ａ － Ａ Ｂ Ａ Ａ

Ｂ

Ｂ

Ｂ

Ａ

Ｂ

　　課題に応じた研究体制と研究予算 Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ｂ

Ａ

　２ 研修事業 Ａ － Ａ Ａ Ａ Ａ

Ｂ

Ｂ

Ｂ

　　喫緊の課題に対応した研修の実施 Ａ Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ

Ｂ

Ｂ

Ａ Ａ Ａ

独立行政法人国立特殊教育総合研究所の中期目標期間に係る業務の実績に関する評価

中期目標の項目名 中期計画の項目名
中期目標期間中の評価の経年変化※

評定 評定

Ａ Ａ

　　国の施策への貢献 Ａ

Ａ

Ｂ Ａ Ａ Ａ

　　研究の質の向上

　　内外の関係機関との連携 Ａ Ａ Ｂ

Ａ Ａ

　　研究成果の普及の一層の充実 Ａ Ａ Ａ

Ｂ Ａ

Ａ Ａ

Ａ Ａ

　　リーダー養成研修の実施 Ａ

　　情報通信技術を活用した研修の実施 Ａ Ｂ Ｂ

Ａ Ａ
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　３ 教育相談活動 Ｂ － Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

Ａ

Ｂ

Ｂ

Ｂ

Ｂ

　４ 情報普及活動 Ａ 　　 － Ａ Ａ Ａ Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ｂ

Ｂ

　５ 国際交流活動 Ａ － Ａ Ａ Ａ Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

　　国際貢献 Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ Ａ

　６ 筑波大学附属久里浜養護学校との協力 Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ

Ⅱ 業務運営の効率化に関する事項 Ⅱ 業務運営の効率化に関する目標を達成するため
にとるべき措置

Ｂ

Ａ

※当該中期目標期間の初年度から経年変化を記載。
　 国立久里浜養護学校については、平成１６年４月から筑波大学附属久里浜養護学校となった。

Ｂ　　教育相談活動の改善・実施 Ｂ Ｂ

Ａ Ａ

　　教育相談活動に関する情報の提供 Ａ Ｂ Ａ

Ｂ Ｂ

Ａ Ａ

Ａ Ａ

　　特殊教育関係資料の収集と提供 Ａ

　　研究成果の普及と情報提供 Ａ Ａ Ａ

Ａ Ａ

　　海外との連携・交流による研究の推進 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

　１ 業務運営の効率化に関する事項 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ
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【参考資料１】予算、収支計画及び資金計画に対する実績の経年比較（過去５年分を記載） （単位：百万円）

区分 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 区分 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度
収入 支出
　運営費交付金 1,193 1,214 1,189 1,265 1,190 　人件費 790 782 744 817 803
　施設整備費補助金 325 862 515 140 103 　業務経費 275 344 278 361 347
　受託事業等 1 4 3 2 5 　施設整備費 325 590 496 140 102
　研究拠点形成費等補助金 0 0 0 0 4 　研究拠点形成費等補助金 0 0 0 0 4
　諸収入 3 0 1 7 9 　受託事業等 2 4 3 2 5
消費税還付収入 0 67 10 0 0 　一般管理費 118 85 80 105 63

　計 1,522 2,147 1,718 1,414 1,311 　計 1,510 1,805 1,601 1,425 1,324

（単位：百万円）

区分 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 区分 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度
費用 収益
　経常費用 　運営費交付金収益 1,152 1,185 1,097 1,205 1,176
　　業務経費 　資産貸付収入 0 0 0 6 5
　　　人件費 507 511 490 510 503 　文献複写料収入 0 0 0 0 0
　　　事業経費 249 270 214 198 243 　受託収入 1 0 0 0 4
　　一般管理費 　寄付金収益 1 1 0 0 0
　　　人件費 284 290 272 329 322 　補助金収益 0 0 0 0 4
　　　その他管理費 137 117 108 143 93 　資産見返負債戻入 13 14 17 17 27
　　減価償却費 13 14 32 63 71 　物品受贈益 21 0 0 0 0
　財務費用 0 0 1 3 2 　受取利息 0 0 0 0 0
　雑損 0 0 0 0 1 　雑益 2 3 3 3 5
　臨時損失 0 15 0 0 0 　臨時利益 67 25 0 0 0
　計 1,190 1,217 1,117 1,246 1,235 　計 1,257 1,228 1,117 1,231 1,221

純利益 67 11 0 -15 -14
目的積立金取崩額 0 0 0 0 0
総利益 67 11 0 -15 -14

（単位：百万円）

区分 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 区分 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度
資金支出 資金収入
　業務活動による支出 　業務活動による収入
　　原材料、商品又はサービスの購入による支出 127 206 174 267 233 　　運営費交付金による収入 1,192 1,203 1,185 1,179 1,186
　　人件費支出 784 800 762 790 828 　　受託収入 0 0 0 0 0
　　その他の業務支出 157 203 135 86 86 　　寄付金収入 1 1 0 0 0
　投資活動による支出 　　資産貸付収入 0 0 0 6 5
　　固定資産の取得による支出 334 676 648 387 165 　　文献複写料収入 0 0 0 0 0
　　その他の支出 0 56 0 0 0 　　補助金収入 0 0 0 0 4
　財務活動による支出 0 0 15 50 45 　　その他の収入 2 3 4 3 5
　翌年度への繰越金 118 524 491 295 241 　投資活動による収入

　　施設費による収入 325 1,073 502 140 102
　　その他の収入 0 0 0 56 1
　財務活動による収入 0 67 10 0 0
　前年度よりの繰越金 0 118 524 491 295

　計 1,520 2,465 2,225 1,875 1,598 　計 1,520 2,465 2,225 1,875 1,598
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【参考資料２】貸借対照表の経年比較（過去５年分を記載） （単位：百万円）
区分 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 区分 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度

資産 負債
　流動資産 　流動負債
　　現金及び預金 118 524 491 295 241 　　運営費交付金債務 12 4 87 4 0
　　有価証券 0 0 56 0 0 　　預り施設費 325 0 0 0 0
　　未収金等 68 11 1 0 2 　　未払金等 107 508 428 275 221
　　前払費用 0 0 3 5 4 　　預り金 2 3 3 3 22
　　その他の流動資産 2 2 1 0 　固定負債
　固定資産 　　資産見返負債 51 63 52 93 81
　　有形固定資産 6,105 6,861 7,313 7,281 7,144 　　長期未払金 0 0 127 80 32
　　無形固定資産 3 3 3 3 4
　　その他の資産 0 56 4 3 0

　負債合計 497 578 697 455 356
資本
　資本金 6,048 6,048 6,048 6,048 6,048
　資本剰余金 -316 753 1,048 1,021 942
　利益剰余金 67 78 79 63 49
　（うち当期未処分利益）

　資本合計 5,799 6,879 7,175 7,132 7,039
　資産合計 6,296 7,457 7,872 7,587 7,395 負債資本合計 6,296 7,457 7,872 7,587 7,395

【参考資料３】利益（又は損失）の処分についての経年比較（過去５年分を記載）
（単位：百万円）

区分 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度
Ⅰ　当期未処分利益
　当期総利益 67 11 0 -15 -14
　前期繰越欠損金 0 0 0 0 0

Ⅱ　利益処分額
　積立金 67 11 0 -15 -14
　独立行政法人通則法第４４条第３項により
　主務大臣の承認を受けた額 0 0 0 0 0

【参考資料４】人員の増減の経年比較（過去５年分を記載） （単位：人）
職種※ 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度

定年制研究職員 52 51 48 46 44
任期制研究系職員 0 0 0 0 0
定年制事務職員 27 28 28 26 29
任期制事務職員 0 0 0 0 0

※職種は法人の特性によって適宜変更すること
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項目別評価
○国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項

13 14 15 16 17

１　研究活動

（１）特殊教育におけるニーズ
に対応し、より質が高く、実際
的で現場に密着した研究を
行う。

A A A Ａ

Ａ

・総合的・横断的な課題に対
応するため総合的な研究組
織を構築する。

組織再編後の研究体制と研
究活動の対応状況

B

①

②

③

④

・内部評価と外部の有識者に
よる評価体制を導入する。

内部及び外部評価の実施状
況と結果

① B

②

③

④

◎留意すべき点として主に以下の意見があった。
・研究組織を再編し、喫緊の課題やニーズの高い課題に取り組み成
果を上げている点は高く評価できると考える。今後も、基礎的研究と
実践的研究とを融合した研究の知見を基に、教育現場にわかりやす
く有益な情報を提供することを期待する。
・１６年度の組織再編により、プロジェクト研究と課題別研究が活発
化し研究内容に広がりがみられ、充実が図られている。
・内部、外部の評価制度は導入されており、研究成果の向上のため
の参考とされている。今後は、研究ニーズの把握、研究テーマの選
定、研究成果の向上といった、一連の研究マネジメントのサイクルの
中で評価を生かす仕組みづくりが求められる。
・研究成果数は目標を上回り、大いに評価できる。

独立行政法人国立特殊教育総合研究所の中期目標期間に係る業務の実績に関する評価

中期目標の項目ごとの評価

中期計画の項目ごとの評価

留意事項

事業年度
中期目標の各項目 （参考）対応する中期計画の

指標又は評価項目 第一期中期目標期間における実績（参考）対応する中期計画の年
度評価項目

総合的・横断的な体制による政策や喫緊の課題に対応した研
究を行うプロジェクト研究

平成１５年度から、外部有識者による運営委員会外部評価部
会において研究活動の外部評価を実施し、今後の研究活動
の質の向上に反映。

教育現場や障害種別においてニーズが高い専門分野に特化
した研究を行う課題別研究

大学や他の研究機関等と連携を強化し、障害のある子どもの
教育に関する研究の充実に資するための共同研究

外部有識者で構成する運営委員会により研究所の管理・運
営について助言を受けて各事業の改善に反映。

各部門等において行われる調査研究

　政策的ニーズの高い課題や喫緊の課題についての研究テーマ
等の設定は、平成１６年度から、文部科学省、都道府県等教育委
員会、特殊教育センター等へのニーズ調査を積極的に実施。それ
らの意見を取り入れた課題設定を行うとともに、研究パートナー制
度を活用してナショナルセンターとして、より実際的な研究の充実
を促進。

研究所評価委員会による研究所の諸事業について自己点
検・自己評価を実施し、今後の課題を明確化。

（詳細：事業報告書：Ｐ７～８参照）

平成１６年度の組織再編に併せ、企画部に評価担当を設け、
研究所評価委員会の機能を高めるとともに、組織全体の評価
体制を強化。平成１７年度からは、所内研究職員によるピアレ
ビューを実施し、その結果を参考としつつ、評価委員会委員
による内部評価を実施。

　平成１６年４月に障害種別等の研究部・研究室体制（８研究部、
２センター、総務部）から、課題重視型の大括りでフラットな組織（４
部１センター）へ再編。
　当該組織再編以降、次のような障害種別にとらわれない横断的
なチーム編成により、政策課題に積極的に取り組むなど、戦略的・
機動的な活動が展開できる研究体制を構築。

研究の質の向上

1



13 14 15 16 17

中期目標の項目ごとの評価

中期計画の項目ごとの評価

留意事項

事業年度
中期目標の各項目 （参考）対応する中期計画の

指標又は評価項目 第一期中期目標期間における実績（参考）対応する中期計画の年
度評価項目

・人事交流等による有為な人
材の確保を図る。

人事交流の実施状況 B

・特殊教育センターや学校と
の連携を一層深める。

研究活動における連携状況
（「内外の関係機関との連
携」、「情報普及活動」欄に記
載）

・障害の特性に応じた教育内
容・方法等に関する研究の充
実を図る。

課題別研究・プロジェクト研
究の実施状況

・研究成果の口頭又は誌上に
よる発表を中期計画期間中
500件以上を目標とする。

研究成果の発表状況（発表
方法別、過去数年間との比
較）

A

【注：中期計画期間
 平成13年度～17年度】 13 14 15 16 17 計

単行本 13 25 19 106 32 195
件

大学・研究所等紀要14 19 10 14 11 68

研究報告書 63 82 164 68 133 510

学術雑誌 21 9 18 10 12 70

学会発表等 68 79 84 63 59 353

179 214 295 261 247

 （詳細：事業報告書：Ｐ１５参照）

優れている 13

　研究職員は都道府県教育委員会・国立大学と交流、教育委員会
や学校のニーズに対応した研究の推進及び研究の質の向上に資
する人材を確保。

　事務職員は近隣国立大学と交流、職員の資質を向上、即戦力を
確保。

　プロジェクト研究１９課題、課題別研究（一般研究）６１課題、国内
調査研究４課題、調査研究５課題及び共同研究６課題、計９５課
題を実施。

年度

1,196

　中期計画期間中1,196件、口頭または誌上により発表

内訳

2

－－

14

1－

14

14

劣っている

＜外部評価結果＞

年度

－

4

7

やや劣っている

普通である

卓越している

（詳細：事業報告書：Ｐ１０～１４参照）

－ －

（詳細：事業報告書：Ｐ９、６７～６９参照）

9

－

－

17

（詳細：事業報告書：Ｐ８参照）

7

1615

－

－

4

合　計
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13 14 15 16 17

中期目標の項目ごとの評価

中期計画の項目ごとの評価

留意事項

事業年度
中期目標の各項目 （参考）対応する中期計画の

指標又は評価項目 第一期中期目標期間における実績（参考）対応する中期計画の年
度評価項目

B A A Ａ

Ａ

・国の施策に寄与する研究の
一層の充実を図るため、以下
の課題についての研究を実施
する。

以下の研究課題についての
実施状況と成果の発表状況

・学習指導要領の実施状況に
関する調査研究、教育課程及
び学習指導上の課題に関す
ること

・学習指導要領の実施状況
に関する調査研究、教育課
程及び学習指導上の課題へ
の対応状況

・通常の学級に在籍する障害
のある児童生徒の指導及び
指導体制に関すること

・通常の学級に在籍する障害
のある児童生徒の指導及び
指導体制に関する課題への
対応状況

・学習障害児や注意欠陥/多
動性障害児等といわれる児童
生徒への教育内容・方法に関
すること

・LD・ADHD等の教育内容・方
法に関する課題への対応状
況

・障害のある子どもたちの社
会参加と自立に対する教育的
支援に関すること

・障害のある子どもたちの社
会参加と自立に対する教育
的支援に関する課題への対
応状況

国（文部科学省）からの調査
依頼に対する対応状況

A B A Ａ

Ａ

・課題に対応した研究体制に
よる研究を推進する。

課題別研究・プロジェクト研
究の実施状況

B
A

◎留意すべき点として主に以下の意見があった。
・発達障害児等への支援体制や支援内容についての研究が重点的
に展開され、学校現場や地方自治体に対して指針となる情報が提供
されたことは大きな成果である。
・組織再編を生かし、プロジェクト研究と課題研究をうまく組み合わせ
て国の施策に対応している。
・特別支援教育への転換への対応など研究面からの国の施策への
寄与が認められる。

◎留意すべき点として主に以下の意見があった。
・課題に対応した研究体制による研究の推進については、組織の再
編により成果をあげており、高く評価できる。
・組織再編により、横断的・総合的な研究体制の整備が行われたこと
は評価できる。その成果がもっと明確にみえるようになってほしい。
・予算配分の仕組みが一応整備され、研究テーマの選定の妥当性
が認められる。

（３）各障害ごとに設けられて
いる研究部・室の組織を超え
て、課題に応じて総合的、弾
力的に研究に取り組めるよう
な体制を整備する。

（２）教育課程、学習障害児
や注意欠陥多動性障害児等
への教育的対応に関する研
究、国の特殊教育に関する
行政施策の企画立案及び実
施に資する研究の充実を図
る。

　プロジェクト研究５課題、課題別研究（一般研究）５課題で対応
し、研究成果報告書を刊行。

　プロジェクト研究９課題、課題別研究（一般研究）４４課題で対応
し、研究成果報告書を刊行。

　プロジェクト研究７課題、課題別研究（一般研究）６課題で対応
し、研究成果報告書を刊行。

　プロジェクト研究３課題、課題別研究（一般研究）９課題で対応
し、研究成果報告書を刊行。

国の施策への貢献

課題に応じた研究体制と予算

　プロジェクト研究については、平成１６年度から、募集により研究
方法、研究資源を共有して、共同で研究を行う「研究パートナー」
制度を推進。

　課題に応じて横断的・弾力的に研究を推進するため、研究所内
外の多様な研究者等により研究体制を構築してプロジェクト研究を
実施。課題別（一般）研究についても内外の研究者等と協力。

　上記報告書に加え、専門的かつ技術的な指導性の向上を図る
上で特に有効な研究成果を教育現場で活用しやすいようガイド
ブック、マニュアル等として取りまとめ、計１９種刊行。

　文部科学省と恒常的な業務で連携、国会で懸案になった内容等
を研究、報告書を提出。これらの成果物等は、中央教育審議会等
において活用。

（詳細：事業報告書：Ｐ１６～２１参照）
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13 14 15 16 17

中期目標の項目ごとの評価

中期計画の項目ごとの評価

留意事項

事業年度
中期目標の各項目 （参考）対応する中期計画の

指標又は評価項目 第一期中期目標期間における実績（参考）対応する中期計画の年
度評価項目

課題に対応した研究予算の
配分等の状況

A B B Ａ

Ａ

・国内の関係機関との共同研
究・研究協力を進める。

関係機関・団体との連携協力
状況
（過去数年間との比較）

A

共同研究、研究パートナー、
研究協力者・機関における外
部研究者・機関等の研究へ
の関与状況

件

◎留意すべき点として主に以下の意見があった。
・研究パートナー制度や共同研究、研究協力者・機関等の導入を進
め、関連機関の連携により研究が展開されたことは評価できる。
・今後は、連携の目的をより明確に示し、連携、協力、交流などの新
しい試みの成果を目に見えるような形で示すことができるようになる
と良い。

（共同研究）

　関係機関との連携をより一層推進するため、平成１６年度から実
施。

（４）各都道府県の特殊教育
センターや盲・聾・養護学校、
小中学校等と連携し、教育の
実践に役立つ研究を推進す
る。また、国内の大学や研究
機関、海外の研究機関並び
に福祉・医療・労働等の関係
機関との連携・協力、交流を
進め、それらの研究を総合化
し、教育の実践に役立つ形で
普及するような研究を進め
る。

内外の関係機関との連携

156139協力
機関 93

　障害の特性に応じて、関係機関との共同研究・研究協力を進め
るため、課題別研究、プロジェクト研究について、研究協力者、協
力機関と連携協力。

（研究協力者・機関）

　プロジェクト研究について、より一層、教育現場のニーズに対応
した研究を推進するために、本研究所と共同で研究することを希
望する機関を「研究パートナー」として全国から広く募集。お互いの
課題意識、研究方法、研究資源などを共有し、より意義のある研
究を推進。
　募集の対象は、都道府県・政令指定都市教育委員会、附属学校
をもつ国立大学法人、およびこれらの機関より推薦のあった都道
府県・政令指定都市特殊教育センターあるいは教育センター、盲・
聾・養護学校、幼稚園、小・中学校、高等学校とし、６課題につき８
機関を採択、実施。

（研究パートナー）

　関係機関との連携をより一層推進するため、平成１６年度から実
施。

年度

協力者

97

191253

13

249 134

1614

266

142

1715

　研究所の職員と大学等の研究組織・研究者との相互連携による
共同研究により、障害のある子どもの教育に関する実践的研究の
より効果的な研究成果の向上を図るとともに基礎的研究と実践的
研究との有機的な連関を促進することを目的として、６課題につい
て実施。

（詳細：事業報告書：Ｐ２２～２３参照）

　当該研究チームの代表者あるいは担当者に対し、研究計画と経
費調書に基づき、理事、総務部長、会計課による所内ヒアリングを
実施し、査定に基づいて適正に配分。
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13 14 15 16 17

中期目標の項目ごとの評価

中期計画の項目ごとの評価

留意事項

事業年度
中期目標の各項目 （参考）対応する中期計画の

指標又は評価項目 第一期中期目標期間における実績（参考）対応する中期計画の年
度評価項目

研究協議会の開催状況

回

・諸外国の特殊教育関係機関
との交流による海外の研究及
び特殊教育事情に関する最
新動向の把握に努め、研究の
充実に活かすとともにそれら
の成果の普及を図る。

（「研究成果の普及の一層の
充実」、「国際交流活動」欄に
記載）

・外国人研究者との研究交流
を実施する。

外国人研究者受入状況、日
本人研究者派遣状況

（「国際交流活動」欄に記載）

（外国人の研究者の受入：年
平均２０名以上）

A

（研究員の派遣：年平均１０名
以上）

A

・国際セミナー開催、専門家
派遣などの国際貢献を行う。
（中期計画：アジア・太平洋諸
国参加の特殊教育国際セミ
ナー年１回開催）

国際セミナーの開催状況

（「国際交流活動」欄に記載）

A

1715

47

14

研究活動における大学、特
殊教育センター等との具体的
役割分担状況

44

16

5046

13

協議会

年度

（詳細：事業報告書：Ｐ２７参照）

（国立特殊教育総合研究所）

（特殊教育センター等）

　個々の研究者の自由な発想のもとで研究を実施。このた
め、国の政策的課題に対応した研究や教育現場の喫緊課題
に対応した研究が保障されていない。

（詳細：事業報告書：Ｐ２4～２６参照）

（大学）

　特殊教育のナショナルセンターとして、国の政策的課題や教
育現場の喫緊の課題について、柔軟かつ迅速に対応した実
際的かつ総合的な研究を実施。その際、大学における基礎
的・理論的研究を整理・分析するとともに特殊教育センター等
における実践的研究活動を踏まえて実施。

　各都道府県単位で地域的なニーズに応じた調査研究を実
施。

55

5



13 14 15 16 17

中期目標の項目ごとの評価

中期計画の項目ごとの評価

留意事項

事業年度
中期目標の各項目 （参考）対応する中期計画の

指標又は評価項目 第一期中期目標期間における実績（参考）対応する中期計画の年
度評価項目

A A A Ａ

Ａ

・研究紀要を年1回刊行すると
ともに、逐次研究成果報告書
を刊行する。

研究紀要編集・刊行状況 B

研究成果報告書の刊行状況

冊

「世界の特殊教育」の刊行状
況

・国内セミナーを年平均2回以
上開催する。

セミナーの開催状況と参加状
況
（「情報普及活動」欄に記載）

A

セミナー参加者の満足度
（「情報普及活動」欄に記載）

・情報通信技術の活用による
研究成果の情報提供に努め
る。

（「情報普及活動」欄に記載）

◎留意すべき点として主に以下の意見があった。
・研究成果報告書の電子化、出版等普及のための手段を工夫し、研
究成果に関する情報を入手しやすくしたことは高く評価できる。
・特別支援教育の普及により、15年度のセミナーの参加者が急増し
た。対象の拡大により、今後、特殊研の役割は一層重要になると思
われる。

14

12

－

（５）研究成果を特殊教育関
係者はもとより広く一般にも
公開し、特殊教育の普及と国
立特殊教育総合研究所の一
般の理解を図る。その際、情
報通信技術等を十分に活用
する。また、セミナー等への
参加者を中期目標機の期間
中毎年度平均で平成１２年度
の参加者数以上を確保す
る。

研究成果の普及の一層の充実

10

17

7

－

7

2

7

－

17

　「世界の特殊教育」第１６～２０巻を刊行し、関係諸機関へ配布。

11

15年度 16

2

10

6

　毎年「研究紀要」を刊行（第２９～３３巻）、関係諸機関へ配布。

　逐次研究成果報告書を刊行、関係諸機関へ配布。

内訳

7

4

13

5

1

7

プロジェ
クト研究

（詳細：事業報告書：Ｐ２８～２９参照）

（詳細：事業報告書：Ｐ４２・５０参照）

2

科学研
究費に
よる研
究

国内調
査研究

課題別
(一般)研
究

6



13 14 15 16 17

中期目標の項目ごとの評価

中期計画の項目ごとの評価

留意事項

事業年度
中期目標の各項目 （参考）対応する中期計画の

指標又は評価項目 第一期中期目標期間における実績（参考）対応する中期計画の年
度評価項目

「１　研究活動」評価 A A A Ａ

◎留意すべき点として主に以下の意見があった。
・国の政策的課題や教育現場のニーズへの対応を進めつつ、さらに新
たな課題を先取りするような、取組の一層の充実を期待する。
・特殊教育から特別支援教育への転換にあたり、次々と新たな課題が
出てきている。今後も、新たな動きを研究課題として取り上げ、成果を
提供してもらえるよう期待する。
・組織の再編により研究活動が活発化し、内容も充実した。研究成果の
普及の促進を期待する。
・新しい研究体制により、喫緊の課題や重要な課題の研究を進めてき
た点は高く評価されるが、その成果の発表や伝達には工夫が望まれ
る。
・結果としての研究成果は良好だと認められるが、研究テーマの選定に
あたってのニーズ把握の方法や事前評価の仕組みなど、研究活動をめ
ぐるマネジメント面にはまだ改善すべき課題がある。今後の経営改善の
取組に期待する。

Ａ

「１　研究活動」評価

7



13 14 15 16 17

中期目標の項目ごとの評価

中期計画の項目ごとの評価

留意事項

事業年度
中期目標の各項目 （参考）対応する中期計画の

指標又は評価項目 第一期中期目標期間における実績（参考）対応する中期計画の年
度評価項目

２　研修事業

A A A Ａ

Ａ

B

長期研修の参加者数（過去
数年間との比較）

年
度

名

短期研修の参加者数（過去
数年間との比較）

年
度

名

研修員の満足度（アンケート
も一部提示）

％

研修成果の教育実践や地方
の施策等への寄与

医療・福祉・労働等の関係機
関・団体との連携協力状況

◎留意すべき点として主に以下の意見があった。
・各都道府県や特殊教育センター等の専門的なリーダーの養成とい
う実績から、ナショナルセンターとしての役割を果たしている。
・系統的・専門的な研修を重ね、専門性の高い人材が着実に養成さ
れている点は評価できる。今後は、これらの人材が各都道府県で研
修の成果をどのように生かして教育活動を展開したのか、フォロー
アップ的な評価があると良いかと思う。
・教育現場のニーズに適切に対応した業務を実施してきた。長期研
修の見直しが進められているが、新たな姿やそれへの移行につい
て、まだ明らかにされていない。今後のすみやかな取組が望まれる。
・認定講習の実施により、特殊教育教諭免許の保有率を向上に寄与
し、目標を達成している。

研修事業における大学、特
殊教育センターとの役割分担

208

　各都道府県における特殊教育に係る指導者の養成研修として実
施、過去の修了者の多数が各教育委員会の指導主事等及び学校
の管理職あるいは研修の講師等、指導者として活躍。

　研修に医療・福祉・労働等関係機関等の講師を招き、医療・福
祉・労働等の立場からの講義を実施。
　また、近隣の福祉施設を訪問し、実地研修を実施。

202206206209

100

100

13 14 171615

161514

（１）特殊教育の体系的・専門
的な研修の実施により、各都
道府県の特殊教育センター
や盲・聾・養護学校、小中学
校等において求められるリー
ダーを養成し、特殊教育関係
職員の専門性の向上を図
る。

リーダー養成研修の実施

　長期研修を年1回開催

3131

100

　短期研修を年3回開催

100

98

95

17

・専門的な研修を、1年間にわ
たる研修を年1回、1～3ヶ月
程度にわたる研修を年3回程
度実施する。

3023

（国立特殊教育総合研究所）

13

22

100

17

100 100

16

100

100

100

100

15

長期研
修

14

100

－

－

95

13

97

99

100

　研修終了時の満足度

年度

第３期短
期研修

第２期短
期研修

第１期短
期研修

8



13 14 15 16 17

中期目標の項目ごとの評価

中期計画の項目ごとの評価

留意事項

事業年度
中期目標の各項目 （参考）対応する中期計画の

指標又は評価項目 第一期中期目標期間における実績（参考）対応する中期計画の年
度評価項目

①

②
③

・研究成果を活用して研修内
容の工夫や教材を開発する。

研究成果の研修への活用や
教材開発の検討の状況

B

B

殊教育センターとの役割分担
状況

8

計

8

　長期研修

盲免 聾免 養免

一種免許 1 1

13年度

6
7

16計 1 2 13

専修免許 ー 1

計

専修免許 ー ー 11 11

14年度 盲免 聾免 養免

10一種免許 1 1 8
21

15年度 盲免 聾免 養免 計

計 1 1 19

8
一種免許 ー ー 5 5
専修免許 ー ー 8

養免

計 ー ー 13

聾免

13

7

計

専修免許 ー ー 11 11

16年度 盲免

18
7一種免許 ー ー
18計 ー ー

計

専修免許 ー 1 7 8

17年度 盲免 聾免 養免

5
計 ー 1 12

一種免許 ー ー 5
13

　短期研修

　研究所が開発した研修プログラムを活用しながら、研修の修了
者が講師となり、各地域におけるニーズに応じた課題に関する研
修を実施。

（特殊教育センター等）

　必要に応じ、希望者を対象に各大学における研究領域に応じた
研修課題に係る研修を実施。

（大学）

地方公共団体での研修を実施することが困難な課題に対応
した研修

政策的重要度の高い、又は喫緊の課題に対応した研修

国の特殊教育の施策を地方において実践する、指導的立場
に立つ中核的教職員の専門性・資質向上のための研修

　国の政策的課題の実施や各都道府県等の行う研修の先導的な
役割を果たし、各地方公共団体等における障害児教育のリーダー
養成を目的として、次のような研修に重点化。

（２）教育職員免許法に基づく
認定講習を実施するととも
に、都道府県が行う認定講習
への支援を行い、特殊教育
教諭免許の保有率の向上に
寄与する。

リーダー養成研修としての専
修免許・一種免許に要する単
位取得状況

・認定講習を実施する。

（詳細：事業報告書：Ｐ３１～３２参照）

　講義、演習等において研究成果の内容を反映させているほか、
最新の成果に基づく研修用の教材等を開発するなど、研究成果を
活用。

9



13 14 15 16 17

中期目標の項目ごとの評価

中期計画の項目ごとの評価

留意事項

事業年度
中期目標の各項目 （参考）対応する中期計画の

指標又は評価項目 第一期中期目標期間における実績（参考）対応する中期計画の年
度評価項目

A A A Ａ

Ａ

・学習障害等の専門研修を年
6回程度開催する。

学習障害等の新しいニーズ
を踏まえた研修の開催状況

B

年
度

回

参加状況（過去数年間との比
較）

◎留意すべき点として主に以下の意見があった。
・特別支援教育コーディネーターなど、喫緊の課題に対応した研修が
迅速に行われており、参加者の満足度も高い。
・喫緊の課題について実践的な研究で得られた知見を基に、充実し
た研修プログラムが展開されていることは高く評価できる。今後は、
開発された研修プログラムに基づき、より多くの教員に研修が実施さ
れることを期待する。
・特別支援教育に関する制度改正などに伴い、様々な新しい課題が
出てくると思うが、その場合には研修の形態自体について見直しが
必要ではないか。不断の見直しを行うことについて期待する。

1413

－

171615

－

104

59

－

56

－ － 136

－103 60 69

－ － －

－ － － 63
ＬＤ・ＡＤＨＤ・高機
能自閉症児担当
指導者養成研修

学習障害児等指
導者養成研修

特別支援教育
コーディネーター
指導者養成研修

特別支援教育
コーディネーター
指導者研修

盲免 聾免 養免 計

一種免許 2 ー 25

14年度 盲免 聾免 養免

一種免許 ー 2 24

15年度 盲免 聾免 養免

一種免許 2 6 40

16年度 盲免 聾免 養免

一種免許 5 2 35

17年度 盲免 聾免

計

42

計

48

計

26

27

13年度

計

3 53 56

　参加状況

（３）盲・聾・養護学校や特殊
学級の教員等の特殊教育関
係職員はもとより、すべての
学校の教員に対して学習障
害、交流教育等に関する研
修など喫緊の課題について、
研修プログラムを開発して実
施する。

一種免許 －

養免

喫緊の課題に対応した研修の実
施

（詳細：事業報告書：Ｐ３３～３４参照）

（詳細：事業報告書：Ｐ３１～３２参照）

87876

　学習障害等の専門研修を年６回以上開催

内訳

13 1716

年度

1514

10



13 14 15 16 17

中期目標の項目ごとの評価

中期計画の項目ごとの評価

留意事項

事業年度
中期目標の各項目 （参考）対応する中期計画の

指標又は評価項目 第一期中期目標期間における実績（参考）対応する中期計画の年
度評価項目

名

参加者の満足度

情報手段活用に
よる教育的支援
指導者講習会

自閉症教育推進
指導者講習会 35

訪問教育研究協
議会 84

－－ － －

39 32

78

108

－

111

－

86

－

－－

－

－

86 75 92

88－ － －

94 87

122

113 112 108 －

126 122 130

ー 46 74

－ －

51 51 53

80

教育相談講習会

118

－ －

－

盲･聾･養護学校
寄宿舎指導員指
導者講習会

－

学習障害児等指
導者養成研修

特別支援教育
コーディネーター
指導者養成研修

特別支援教育
コーディネーター
指導者研修

年度

交流教育地域推
進指導者講習会

交流及び共同学
習推進指導者講
習会

特殊教育諸学校・特
殊学級設置校等校
長・教頭講習会

新任特殊教育諸
学校等校長・教頭
講習会

通級指導講習会

－

－

14

98

15

－－

－

13

－ 100 98

16 17

－

100

－

91

－－

　研修終了時の満足度（４）国立特殊教育総合研究
所が主催する研修事業に参
加した者のうち、毎年平均８
０％以上の者からプラスの評
価が得られるよう、研修内容
の充実を図る。

（詳細：事業報告書：Ｐ３３～３４参照）

11



13 14 15 16 17

中期目標の項目ごとの評価

中期計画の項目ごとの評価

留意事項

事業年度
中期目標の各項目 （参考）対応する中期計画の

指標又は評価項目 第一期中期目標期間における実績（参考）対応する中期計画の年
度評価項目

％

自閉症教育推進
指導者講習会

情報手段活用に
よる教育的支援
指導者講習会

訪問教育研究協
議会

交流及び共同学
習推進指導者講
習会

交流教育地域推
進指導者講習会

盲･聾･養護学校
寄宿舎指導員指
導者講習会

教育相談講習会

特殊教育諸学校・特
殊学級設置校等校
長・教頭講習会

新任特殊教育諸
学校等校長・教頭
講習会

通級指導講習会

ＬＤ・ＡＤＨＤ・高機
能自閉症児担当
指導者養成研修

－

95

99

100

－

－

－

－

－

－

－

－

－

100

98

－ －

97

99

100

－

98 100

－

93

－

－

92

－

－

98

100

89

－

93

－

－

－

－

－

－

97 100

88

－

96

97

－

100

90

97

－

－

－

100

12



13 14 15 16 17

中期目標の項目ごとの評価

中期計画の項目ごとの評価

留意事項

事業年度
中期目標の各項目 （参考）対応する中期計画の

指標又は評価項目 第一期中期目標期間における実績（参考）対応する中期計画の年
度評価項目

研修プログラムの改善・開発
状況

（５)全国の特殊教育に関する
研修事業の情報を提供した
り、各都道府県における研修
の充実を支援するため、情報
通信技術の基盤整備を図
る。

B B A Ａ

Ａ

・情報通信技術を活用した研
修を実施する。

講義配信の実施状況 B

・全国の研修事業の情報を提
供する。

情報提供の実施状況 B

◎留意すべき点として主に以下の意見があった・。
・講義配信システムの構築やＷｅｂサイトによる情報発信など、情報
通信技術による情報の提供が充実してきている。
・基盤整備は順調に進められたが、その成果が分かりやすい形で表
されるとよい。

　平成１４年度から、各都道府県等において実施する特殊教育に
関する研修の企画立案に資するため、各都道府県等の特殊教育
センター等において実施している研修、講習会の内容や講師等の
情報を「特殊教育センター等研修情報データベース」として、研究
所Webサイトを通じて提供。

　　平成１４年度からは、訪問教育の充実に資するため、新たに
「訪問教育研究協議会」を実施、「教育相談職員講習会」を現場の
ニーズを踏まえ参加対象を拡大し「教育相談講習会」に改善。

　平成１５年度は、文部科学省の特別支援教育推進モデル事業の
取り組みに関連し、新たに「特別支援教育コーディネーター指導者
研修」を実施、モデルプログラムを開発、成果を冊子にまとめ情報
提供。

　平成１６年度からは、上記コーディネーターに係る研修を当該研
修の企画立案に当たる指導者を対象とし「特別支援教育コーディ
ネーター指導者養成研修」に改善。
　「学習障害児等指導者養成研修」を国の施策の動向に対応させ
「ＬＤ・ＡＤＨＤ・高機能自閉症児担当指導者養成研修」に改善。
　「新任特殊教育諸学校等校長・教頭講習会 」を初心者から中核
的な指導的立場に立つ者を対象者として「特殊教育諸学校・特殊
学級設置校等校長・教頭講習会」に改善。
　「交流教育地域推進指導者講習会」を障害者基本法の改正等を
踏まえ「交流及び共同学習推進指導者講習会」に改善。
　短期研修「情報教育コース」をよりニーズの高い「情報手段活用
による教育的支援指導者講習会」に改善。

　平成１７年度からは、筑波大学附属久里浜養護学校と共同で新
たに「自閉症教育推進指導者講習会」を実施。

　また、平成１６年度から、主たる配信対象であった特殊教育セン
ター等から、配信対象を各学校等に拡充し、利便性の向上を確
保。

　平成１３～１４年度に研究所の情報通信基盤の整備及び講義配
信システムの検討を実施、１５年度に試行。

情報通信技術を活用した研修の
実施

（詳細：事業報告書：Ｐ３５参照）

（詳細：事業報告書：Ｐ３３～３４参照）

　平成１６年度に４４本の講義配信を行い本格運用、１７年度に新
たに１５本を追加し、１８年３月末で合計５９本に拡充。
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13 14 15 16 17

中期目標の項目ごとの評価

中期計画の項目ごとの評価

留意事項

事業年度
中期目標の各項目 （参考）対応する中期計画の

指標又は評価項目 第一期中期目標期間における実績（参考）対応する中期計画の年
度評価項目

「２　研修事業」評価 A A A Ａ

３　教育相談活動

（１）教育相談活動と研究活
動との連携を一層深め、ニー
ズに対応した専門的な教育
相談活動の改善・充実を図
る。

B B B Ｂ

Ｂ

・年平均2000件の教育相談を
実施する。

教育相談の実施状況 A

年
度

件

来談者の満足度（アンケート
も一部提示）

％

Ａ

◎研修事業については、その他の点として、主に以下の意見があった。
・ナショナルセンターとして最新の情報や知見を提供する充実した研修
が展開されていることは高く評価できる。今後は、特別支援教育の制度
や動向について幅広く伝達することも重要になってくる。効果的な研修
や情報の伝達方法についてさらに検討されることを期待する。
・研修事業の推進に当たっては、スクラップ＆ビルドの精神が必要であ
り、都道府県や大学等との役割分担を絶えず意識しつつ、事業計画を
作成することが求められる。こうした観点からの見直しを図ってほしい。

◎留意すべき点として主に以下の意見があった。
・諸状況から、2000件という目標が妥当であったかどうかは別とし
て、結果として各年度とも目標数に至らなかった。
・来談者の満足度は高く、数字による目標設定に反省すべき点が
あった。
・教育相談の在り方の研究及び成果の普及は、ナショナルセンター
の果たす役割として評価できる。

1,737

99.3

（詳細：事業報告書：Ｐ３７参照）

1,751

17

1,526

16

　実施状況

（２）教育相談を行った者のう
ち、毎年平均で８０％以上の
者からニーズに適切に対応し
たなどのプラスの評価が得ら
れるよう相談活動・内容の普
及・充実を図る。

「２　研修事業」評価

教育相談活動の改善・実施

　教育相談利用者の満足度

15

1,895

14

1,862

13

98.3

13

施設・設
備は良
かった

期待して
いた教育
相談が受
けられた

相談対応
者の応対
は良かっ
た

教育相談
に来て良
かった

年度

99.3

98.6

99.7

1615

90.6

95.9

98.5

97.8

14

93.8

96.3

99.2 96.7

96.1

96.6

96.5

94.2

96.3

94.9

17

94.9

14



13 14 15 16 17

中期目標の項目ごとの評価

中期計画の項目ごとの評価

留意事項

事業年度
中期目標の各項目 （参考）対応する中期計画の

指標又は評価項目 第一期中期目標期間における実績（参考）対応する中期計画の年
度評価項目

教育相談体制（方法、対象
等）

件

医療・福祉・労働等の関係機
関・団体との連携協力状況

①

②

③

教育相談活動の実施におけ
る大学、特殊教育センター等
との役割分担状況

　教官の研究テーマに沿った研究や学生に対する指導のフィール
ドとして実施。

（大学）

　地域住民に対する行政サービスとして、各地域における個々の
児童生徒や保護者などを対象に、各々の個別の事例について家
庭における療育、就学や進学などに関する相談を実施。

（特殊教育センター等）

－

51

13

　また、横須賀市・同教育委員会の相談会・研修会に協力

　教育相談活動の充実、地域リソースの情報収集を図るため、地
域関連機関との情報交換及び意見交換、連携・協力を推進。

　共同研究として横須賀市及び神奈川県立保健福祉大学と「地域
における障害のある子どもの総合的な教育的支援体制の構築に
関する実際的研究」（平成１６～１８年度）を実施。

10

77

15

－

154

14

173

92

17

123

77

16

　特殊教育のナショナルセンターとして、各都道府県の特殊教育セ
ンター等では対応が困難な教育相談や、教育相談活動の在り方・
方法に関する実際的な調査研究など、幅広い活動を実施。

（国立特殊教育総合研究所）

海外日本人学校に在籍する障害のある児童生徒に対する支
援

盲ろう等発生頻度の低い障害のある子どもへの対応

学校コンサルテーションを中心とした全国の教職員への支援

　平成１４年度より、保護者中心の相談から、学校コンサルテー
ションを重視した相談活動に展開、教職員の教育実践における
様々な支援を行うための教育相談を拡充。

年度

在籍機関
等への訪
問件数

教員等か
らの相談
件数

　なお、第１期中期目標期間終了に伴う本研究所の組織・業務の
見直しにより、平成１８年４月以降の第２期中期目標期間における
教育相談活動については、個別の教育相談は基本的に特殊教育
センター等の各都道府県の教育相談実施機関に委ねる一方、本
研究所は各都道府県における教育相談機能の質的向上に対する
支援等へ移行。
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13 14 15 16 17

中期目標の項目ごとの評価

中期計画の項目ごとの評価

留意事項

事業年度
中期目標の各項目 （参考）対応する中期計画の

指標又は評価項目 第一期中期目標期間における実績（参考）対応する中期計画の年
度評価項目

B

件

％

教育相談に関する研究の実
施状況

B

成果の普及の状況

B A A Ａ

Ａ

・教育相談年報を年1回刊行
する。

教育相談年報の刊行状況 B

教育相談に関する研究や実
践の成果の活用状況

・インターネットを通じた全国
相談機関の情報提供の15年
度からの実施を目指す。

実施状況 B

◎留意すべき点として主に以下の意見があった。
・教育相談マニュアルは、個々の相談活動を支援する上で幅広く活
用されることが期待できる。
・教育相談に関する情報について、もう少し的確、適切な提供がなさ
れるとよい。

（詳細：事業報告書：Ｐ１２・１４・３８～３９参照）

（詳細：事業報告書：Ｐ４０参照）

13

通信に
よる相
談割合

・地域における障害のある子どもの総合的な教育的支援体制の構
築に関する実際的研究を実施（平成１６～１８年度）

・障害のある子どもの教育相談マニュアルVer.2「地域を支える教
育相談～教育相談担当者の役割～」を作成（平成１６年度）

・障害のある子どもの教育相談マニュアルVer.1「初めての教育相
談」を作成（平成１５年度）

・ライフサイクルに応じた一貫性のある教育相談支援の研究（平成
１３～１４年）

1.8

1,862

34

1,828

15

12.6

1,895

238

1,657

14

11.4

1,737

198

1,539

16

18.7

1,751

327

1,424

17

1,526

260

1,266

合　計

通信に
よる相
談

来所に
よる相
談

年度 17

　就学相談、教育相談、学校支援や地域支援活動にその成果を反
映、研究所や教育委員会等における研修、講習会、協議会で活
用。
　障害のある子どもの教育相談マニュアルVol.1「初めての教育相
談」（平成１５年度）Ver.2「地域を支える教育相談～教育相談担当
者の役割～」（平成１６年度）を作成、地域の教育相談実施機関の
質の向上に寄与。

　毎年「教育相談年報」を刊行（第２２～２６号）、関係諸機関へ配
布。

　上記研究の成果報告書等を取りまとめ、特殊教育センター等関
係機関に配布、研究所Webサイトに掲載。

・障害のある子どもの教育相談に関する実態調査を実施（平成１２
～１３年度）

　電話・インターネット等通信による相談を平成１４年度から本格実
施。

（３）都道府県の特殊教育セ
ンター等に、教育相談に関す
る活動や実際的な研究の成
果を普及するとともに、全国
的な教育相談情報の流通を
促進するようなネットワークを
整備する。

教育相談に関する情報の提供

・電話やインターネットの活用
による教育相談の実施に配
慮する。

・相談活動のあり方等に関す
る研究を実施するとともに、そ
の成果の普及を図る。

情報通信技術の活用による
教育相談の実施状況

  平成１３年度に「障害のある子どもの教育相談に関する実態調
査」で得た各地域の教育相談機関に関する情報を利用者が活用し
やすいよう整理、研究所Webサイトに掲載。平成１４年度試行、平
成１５年度本格運用。
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13 14 15 16 17

中期目標の項目ごとの評価

中期計画の項目ごとの評価

留意事項

事業年度
中期目標の各項目 （参考）対応する中期計画の

指標又は評価項目 第一期中期目標期間における実績（参考）対応する中期計画の年
度評価項目

「３　教育相談活動」評
価

B B B Ｂ

４　情報普及活動

A A A Ａ

Ａ

・特殊教育関係資料の収集・
充実を図るとともに、閲覧や
貸出のニーズに適切に対応
する。

特殊教育関係の資料等の増
加冊数（過去数年間との比
較）

A

冊

◎教育相談活動については、その他の点として、主に以下の意見が
あった。
・ナショナルセンターとして地域の相談機関に対し、さらに多様な支援が
展開されることを期待する。
・ナショナルセンターとしての教育相談のあり方を検討する時期であっ
たと思われる。この点でマニュアルや年報の意義は大きい。障害児教
育の基礎基盤としての教育相談の見直しも必要であろう。即ち、研究と
の関連を重要視したい。

◎留意すべき点として主に以下のような意見があった。
・情報の電子化、データベースの整備等、遠隔地の利用者にも情報
を活用しやすい環境が整備されてきたことは高く評価できる。ナショ
ナルセンターとして図書、雑誌、資料等についても充実した環境が維
持されることを期待する。
・ナショナルセンターとして関係資料の収集とデーターベース化が適
切に行われていた。利用もされているとみられる。

Ｂ

　特殊教育関係の資料等の増加冊数

雑誌 19

-

1,454

27211466

244

年度

633681528

図書

資料
（研究紀

要､研究報
告書等)

1,1311,942

161514

（１）教育現場での様々な
ニーズを常に把握しながら、
特殊教育の改善充実に関わ
る研究成果や盲・聾・養護学
校の創意工夫した取組を情
報収集してデータベースを充
実し、広く一般への研究成果
の普及に努める。また、情報
を発信した結果の把握に心
がける。

特殊教育関係資料の収集と提
供

「３　教育相談活動」評価

753

1713

1,227
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13 14 15 16 17

中期目標の項目ごとの評価

中期計画の項目ごとの評価

留意事項

事業年度
中期目標の各項目 （参考）対応する中期計画の

指標又は評価項目 第一期中期目標期間における実績（参考）対応する中期計画の年
度評価項目

閲覧、貸出、文献複写の件
数（過去数年間との比較）

冊

件

枚

・特殊教育に関するデータ
ベースを充実する。

データベースの整備状況 A

件

特殊教育法令等データベー
ス

１３年度に図書館入館管理システムを導入し、２４時間閲
覧可能にするとともに、コイン式コピー機を設置。

閲覧者数の（  ）内は、研修員を除く所外閲覧者数で内
数。

33

16,545

65153

1,857

33

85,854

1,857

蔵書目録

特殊教育実践研究課題

特殊教育関係文献目録

7,053

18,305

45,023

75,837

特殊教育センター等研修情
報データベース

特殊教育学習指導要領等
データベース

　既存データベースの整備（平成１８年３月現在）
　　２０９，６６８件（１３，１５９件増）

内訳

17

9,956
(542)

245

3,995

年度

閲覧者
数

14

28,029

17

データベース名 増加件数収録件数

文献複
写受付
件数

26,784

※１．

※２．

1615

38,37939,72835,891
コイン式
コピー機
使用枚

14 15 16

13

9,267
（625）

4,337

180

13

（参考）

貸出冊
数

299241 264

　閲覧、貸出、文献複写の件数

年度

3,491 3,546 4,207

13,410
（443）

9,315
（378）

7,429
（428）

名

18



13 14 15 16 17

中期目標の項目ごとの評価

中期計画の項目ごとの評価

留意事項

事業年度
中期目標の各項目 （参考）対応する中期計画の

指標又は評価項目 第一期中期目標期間における実績（参考）対応する中期計画の年
度評価項目

A

A A A Ａ

Ａ

・研究成果に関するセミナー
を年2回以上開催する。

セミナーの開催状況と参加状
況

A

名

セミナー参加者の満足度

◎留意すべき点として主に以下の意見があった。
・実践的な研究の成果に基づき充実したセミナーが開催されたことは
大きな成果である。また、研究成果が電子化・出版化されており、情
報を入手する方法が多様に整備されていることは高く評価できる。
・セミナーがタイムリーに実施されており、参加者数や満足度からみ
て、目標が達成されている。今後、益々の成果の普及・啓発及び情
報の発信を期待する。

セミナーⅠ

（詳細：事業報告書：Ｐ４１～４３参照）

835

76

835

76

　アンケート結果

セミナー
Ⅱ

セミナー
Ⅰ

14年度

721

706900 702

17

世界の特殊教育データベー
ス

盲・聾・養護学校等研究報
告データベース

706

16

688

15

データベースへのアクセス件
数の増加率
（過去数年間との比較）

１３年度　　　　３５０，４８１件（１３７．８％増）

１５年度　　　　４１６，２８７件（　　５．８％増）

１６年度　　　　４９５，６７０件（　１９．１％増）

１２年度　　　　１４７，３８６件

１４年度　　　　３９３，５１２件（　１２．３％増）

314211

　セミナーを年２回開催

参加状況

13

286 321

（２）本研究所の研究の成果
を教育委員会、特殊教育セン
ター、盲・聾・養護学校、小中
学校等に対し、セミナー等を
通じて普及するとともに、情
報通信技術の活用による情
報提供を推進して、教育の実
践を支援する。

研究成果の普及と情報提供

１７年度　　　　４８２，７２０件（　　２．６％減）

　データベースへのアクセス件数が対平成１２年度比約３倍に増加・データベースのアクセス件数
を期末には平成12年度の2倍
以上とする。
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13 14 15 16 17

中期目標の項目ごとの評価

中期計画の項目ごとの評価

留意事項

事業年度
中期目標の各項目 （参考）対応する中期計画の

指標又は評価項目 第一期中期目標期間における実績（参考）対応する中期計画の年
度評価項目

％

％

・研究者を都道府県等が行う
研修の講師に派遣する。

講師派遣状況（過去数年間と
の比較)

B

名

研究成果の電子化の実施状
況。

B

冊

「４　情報普及活動」評
価

A A A Ａ

Ａ

◎情報普及活動については、その他の点として主に以下の意見があっ
た。
・研究成果の普及における目標が達成されている。今後、益々の新し
い情報の収集・発信を期待する。
・研究所のミッションの大切な部分が履行されたと評価する。

・情報通信技術の活用による
研究成果の情報提供に努め
る。

セミナーⅡ

（詳細：事業報告書：Ｐ４４～４５参照）

刊行物

電子化
割合

76 93

テーマに即し
た講演・話題
内容で、理解
が深まった

86

参加して意義
があった 81 95 85

66 92 83 68

16 17

テーマについ
て興味・関心
があった

92 96 97 88 95

年度 13 14 15

テーマに即し
た講演・話題
内容で、理解
が深まった

参加して意義
があった

91

95

テーマについ
て興味・関心
があった

年度

86

94

90

13

85

14

86

90

97

15

80

82

96

16

93

95

98

17

年度

86%90%58%38%

184/2145/55

9%

17161514

33/86 82/141 133/148

13

17年度

160講師派遣

16

193 185 179 227

13 14 15

「４　情報普及活動」評価
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13 14 15 16 17

中期目標の項目ごとの評価

中期計画の項目ごとの評価

留意事項

事業年度
中期目標の各項目 （参考）対応する中期計画の

指標又は評価項目 第一期中期目標期間における実績（参考）対応する中期計画の年
度評価項目

５　国際交流活動

A A A Ａ

Ａ

・年平均10名以上の研究員の
派遣を行う。

研究員の海外への派遣状況
（派遣の類型別）

A

名

海外の特殊教育の実情調査
の実施状況と成果の公表状
況

・アジア太平洋諸国の参加に
よるセミナーを年1回開催す
る。

セミナーの開催状況 A

名

◎留意すべき点として主に以下の意見があった。
・国際交流活動こそ、ナショナルセンターならではの機能であり、目標
を十分達成している。
・ナショナルセンターとして、さらに開発途上国などへの積極的な教
育的支援や情報提供が望まれる。
・目標を上回る海外派遣や外国人研究者受け入れの実績である。

16 17

16 12参加国
出席者 13 12 13

年度 13 14 15

34 39

　科学研究費補助金による研究やプロジェクト研究において実情
調査を実施、国際比較研究を推進し、報告書を刊行。在外研究の
成果等を「世界の特殊教育」に掲載。これらは研究所のWebページ
にも掲載。

　国際セミナーを年１回開催

参加状況

合　計 47 31 32

4 9

研究交
流協定 5

その他 14 9 3

- 2

22 25

2 -

- -

プロジェ
クト研究 2 6 4

科学研
究費補
助金

24 15 22

4 4

在外研
究員 1 -

国際研
究集会 1 1 -

1

　年平均３７人の研究員を海外へ派遣

内訳

年度 13 14 15 16 17

2 1

（１）海外の大学や研究機関
との連携・協力、交流を積極
的に推進するとともに、海外
の特殊教育の取組を国内の
教育の実践に役立ちやすい
形で普及を図る。

海外との連携・交流による研究
の推進
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13 14 15 16 17

中期目標の項目ごとの評価

中期計画の項目ごとの評価

留意事項

事業年度
中期目標の各項目 （参考）対応する中期計画の

指標又は評価項目 第一期中期目標期間における実績（参考）対応する中期計画の年
度評価項目

・年平均20名以上の外国人研
究者を受け入れる。

外国人研究者の受入状況 A

名

セミナー及び外国人研究者と
の交流の成果

・研究成果を海外に紹介する
ためニューズレター等の発行
を年1回行う。

ニューズレターの発行状況 A

・

・

・

研究紀要（英文）編集・刊行
状況

　英文で作成したニューズレター等を年１回以上発行
　

研究所の情報やアジア・太平洋特殊教育国際セミナーの実施
報告等を掲載したニューズレター（No.１７～No.２６）を刊行

アジア・太平洋特殊教育国際セミナー研究発表レポートを収
録したFinal Report（２１～２５ｔｈ）を作成、国際セミナー参加各
国関係機関及び国内の関係諸機関に配布

（詳細：事業報告書：Ｐ４７～５０参照）

平成１７年度は、年報「アジア・太平洋特殊教育ジャーナル
(JSEAP)」創刊号を作成、当該国際セミナー参加国代表者に
配布

63 87

　年平均６５名の外国人研究者を受入

内訳

　研究交流、討議、情報交換等を通して本研究所に有益な専門的
知見を取得。

合　計 56 29 88

36 13

8 62

研究交
流・研修
の受入

5 9 6

視察等の
受入 36 5 59

16 12

海外交流
協定によ
る招聘

2

国際セミ
ナーによ
る招聘

13 12 23

3 －

155 207

16 17

3 －

年度 13 14 15

合　計 232 195 250

90 124

特殊教
育関係
者

75

所内参
加者 144 123 138

60 99 49 71

　英文紀要「NISE Bulletin」Vol.7を刊行
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13 14 15 16 17

中期目標の項目ごとの評価

中期計画の項目ごとの評価

留意事項

事業年度
中期目標の各項目 （参考）対応する中期計画の

指標又は評価項目 第一期中期目標期間における実績（参考）対応する中期計画の年
度評価項目

B A A Ａ

Ａ

・国際協力事業団等の政府関
係機関及びユネスコ等の国際
機関への協力を行う。

政府関係機関や国際機関へ
の協力実績

A ◎留意すべき点として主に以下のような意見があった。
・新たな活動の模索などが外部資金の導入につながると思われる。

・来日外国人研究者等への専
門的知見の提供を行う。

受入研究者等への情報提供
の実施状況

名

・国際セミナー等の開催によ
る各国の特殊教育の発展へ
の支援に努める。

セミナーの開催状況

各国の特殊教育発展に向け
た支援の実施状況

「５　国際交流活動」評
価

A A A Ａ

Ａ

◎国際交流活動については、その他の点として、主に以下の意見が
あった。
・組織の再編により、活動が一層活発化し、成果を上げている。
・国際交流をさらに進めて、世界的趨勢などについても情報収集できる
体制が必要であろう。また、開発途上国への支援を積極的に進めてほ
しい。

（詳細：事業報告書：Ｐ５１～５３参照）

　国際協力機構(JICA)の研修に継続的に協力するとともに、日本
ユネスコ国内委員会と共催によりアジア・太平洋特殊教育国際セ
ミナーを毎年度開催。また、平成１６年度には、OECDと国際ワーク
ショップを共催。
　日本の特殊教育研究の現状と将来に関する研究について、研究
状況説明と情報の提供を実施。

　アジア・太平洋特殊教育国際セミナーを日本ユネスコ国内委員
会と毎年共催。
　韓国国立特殊教育院と平成７年度に研究協力協定を締結、日韓
相互で特殊教育セミナーを開催（本研究所開催：２回、韓国開催：
２回）。
　ドイツケルン大学特殊教育学部と平成１０年度に交流協定を締
結、平成１４年度に日独研究交流セミナーを開催。

　平成１７年度に、年報「アジア・太平洋特殊教育ジャーナル
（JSEAP）」創刊号を参加国の代表者に配布、各国の障害のある
子どもの教育に関する施策、教育研究の充実・推進に寄与。

受入研
究者等 22 24 58

（２）アジア太平洋地域におけ
る特殊教育の発展への支援
など、国際機関及び日本の
政府関係機関との連携によ
る国際的な貢献を果たす。

「５　国際交流活動」評価

国際貢献

年度 13 14 15 16 17

35 68
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13 14 15 16 17

中期目標の項目ごとの評価

中期計画の項目ごとの評価

留意事項

事業年度
中期目標の各項目 （参考）対応する中期計画の

指標又は評価項目 第一期中期目標期間における実績（参考）対応する中期計画の年
度評価項目

６　筑波大学附属
久里浜養護学校
との協力

・教育活動への協力 筑波大学附属養護学校移行
後の連携協力体制の構築の
状況

教育活動への協力状況

・研究活動における相互協力 研究活動における相互協力
の状況

・ B

・

・入学者選考における協力 入学者選考における協力状
況

「６　筑波大学付属久里
浜養護学校との協力」
評価

「６　筑波大学付属久里浜養
護学校との協力」評価

B B A Ａ

Ａ

◎筑波大学附属久里浜養護学校との協力については、その他の点とし
て主に以下の意見があった。
・久里浜養護学校の筑波大学への移管に伴い、教育および研究活動
において新たな協力関係を築いてきたことは成果だと感じる。今後は、
こうした協力体制が学校での研究・教育活動に反映されている点を評
価できるようにしていきたい。
・特殊研、久里浜養護学校、筑波大学の３者の更なる連携により、自閉
症指導の研究の充実を期待する。
・久里浜養護学校が筑波大学に移管され、学校の立場と教育内容が変
わったことに対応して、その連携・協力体制の在り方を見直し、一層の
連携を図ることが必要。

◎留意すべき点として主に以下の意見があった。
・共同研究や研究活動における相互協力の状況等、連携の推進が図ら
れてきている。

本研究所と久里浜養護学校との相互協力事業を円滑に推進
するための要項を制定、相互協力推進グループを設置。相互
協力推進グループには研究、研修、医療・諸検査及び教育相
談の推進チームを配置。（平成１６～１７年度）

久里浜養護学校に在籍する個々の児童等の教育指導につい
て、研究所の研究職員を個別担当研究員に指名し協力（平成
１３～１５年度）

　久里浜養護学校が、平成１６年度から筑波大学へ移管。養護学
校等における自閉症児の教育に係る課題解決に資するよう、新た
に本研究所と筑波大学において、久里浜養護学校の教育研究協
力を推進するための協定を締結。筑波大学の基礎研究と本研究
所の実際的研究との密接な協力関係を構築。

　本研究所と久里浜養護学校とが相互に協力する事業を円滑に
推進するため、相互協力推進に関する要項を制定、相互協力推進
グループを設置、自閉症の教育に協力。

　研究職員が、入学・転入学希望の児童等の選考に係る基礎的資
料を作成。

（詳細：事業報告書：Ｐ６１～６４参照）

（１）筑波大学付属久里浜養
護学校との相互協力
筑波大学付属久里浜養護学
校との密接な連携の下に、自
閉症児の教育に関する実際
的研究を行うとともに、在学
児童等の教育についての相
互協力を推進する。
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13 14 15 16 17

中期目標の項目ごとの評価

中期計画の項目ごとの評価

留意事項

事業年度
中期目標の各項目 （参考）対応する中期計画の

指標又は評価項目 第一期中期目標期間における実績（参考）対応する中期計画の年
度評価項目

○業務運営の効率化に関する事項

・事務手続きの簡素化・迅速
化を図るとともに、ホームペー
ジの充実や刊行物の電子化
による情報提供の効率化を図
る。

事務手続の簡素化・迅速化
の
状況

B

情報提供の効率化の状況

・毎事業年度に付き、1%の業
務の効率化を図る。

経費の削減状況 A

「業務運営の効率化に
関する事項」評価

「業務運営の効率化に関する
目標を達成するため取るべき
措置」評価

A A A Ａ
Ａ

◎業務運営の効率化に関する目標を達成するため取るべき措置につ
いては、その他の点として、主に以下のような意見があった。
・経費の削減を達成しながらも、優れた活動を継続しており、効率化が
図られているものと認められる。
・特殊研のミッションとビジョンが示され、それが各部でブレイクダウンさ
れて取り組まれているなど、優れた経営を行おうとする改善努力が認
められる。

　事務の効率化を進めるため、インターネットやイントラネットを活
用した所内の情報提供等を推進。特に、新たなグループウェアを
導入してイントラネット環境を強化、
　①　全役職員のスケジュール情報の共有・管理
　②　掲示板の活用による各種資料・情報や各種届出・申請書類
　　　（勤務時間、兼業、出張、物品請求関係等）の提供
　③　イントラネットでの会議室予約
　④　会議開催通知の電子メール利用の徹底
などを実施。
　電子化した各種の届出や申請書類については、イントラネットで
の提供の他、電子メールでの提供を積極的に進め、事務の効率化
を図った。

　刊行物については、平成１２年度以降の刊行物を対象に、電子
化による情報提供を推進、中期目標期間中において、累計で１８４
件を電子化し、Webサイトで公開。

　対前年度比交付金の１％にあたる額、
　　平成14年度12,119千円、
　　平成15年度11,798千円、
　　平成16年度11,507千円、
　　平成17年度11,491千円、
合計46,915千円の効率化を図り目標を達成。
　説明責任を果たしつつ、常に経済性・透明性を確保するとともに
効率化を図るための方策として、
　①　執行にあたっては、一般競争入札を積極的に導入するととも
　　に、随意契約であっても可能な限り競争性を確保するなど措置
　②　旅費・交通費の支給基準の見直し
　③　ダイヤルイン化による直接回線の基本料の削減
　④　省エネルギー意識の周知徹底を図り光熱費を削減
　⑤　省エネルギー対策として、(財)省エネルギーセンターの協力
　　を仰ぎ実態調査と対策を実施、特に電力需要が大きくなる冷房
　　期には、２８℃の温度設定やピークカットの実施などについて全
　　所的な取り組みを実施
　⑥　老朽化した設備の更新にあたっては、経費の削減に資する
　　ため省エネに留意した機器を選定
　⑦　印刷物をWeb化することによる印刷費の削減
などを実施。

運営費交付金を充当して行う
業務については、国において
実施されている行政コストの
効率化を踏まえ、業務の効率
化を進め、中期目標の期間
中、毎事業年度につき１％の
業務の効率化を図る。ただ
し、新規に追加される業務、
拡充業務分等はその対象と
しない。

（詳細：事業報告書：Ｐ５～６、５５～６０、６５～６９参照）
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